
 　

　

経
常
収
支
比
率
（
一
般
会
計
）　

　
経
常
収
支
比
率
と
は
、
市
税
や

地
方
交
付
税
な
ど
の
経
常
的
な
収

入
に
対
し
、
人
件
費
や
扶
助
費
な

ど
の
経
常
的
な
支
出
が
占
め
る
割

合
の
こ
と
で
、
財
政
の
弾
力
性
を

示
す
指
標
で
す
。
こ
の
指
標
が
低

い
ほ
ど
財
政
の
弾
力
性
が
あ
り
、

自
治
体
独
自
の
施
策
に
充
て
る
財

源
が
多
く
な
る
と
言
え
ま
す
。

　

特 

別 

会 

計

　
特
別
会
計
の
う
ち
、
国
民
健
康

保
険
は
保
険
給
付
費
の
増
な
ど
に

よ
り
、
歳
出
が
前
年
度
に
比
べ

て
３
億
３
５
８
５
万
円
（
５
・

２
％
）
増
加
し
ま
し
た
。
ま
た
、

介
護
保
険
は
、
介
護
給
付
費
の
増

な
ど
か
ら
、
前
年
度
よ
り
歳
出

が
１
億
７
０
９
１
万
円
（
３
・

３
％)

増
加
し
ま
し
た
。

 　

企 

業 

会 

計

　
独
立
採
算
が
原
則
の
企
業
会
計

に
は
病
院
事
業
、
水
道
事
業
、
下

水
道
事
業
が
あ
り
ま
す
。

　
病
院
事
業
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
の
対
応
な
ど
に
よ

り
地
域
医
療
へ
の
貢
献
を
続
け
な

が
ら
も
、
４
５
１
万
円
の
経
常
利

益
を
計
上
し
ま
し
た
。
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一 

般 

会 

計

　
　
　

歳  

入

　
歳
入
全
体
の
決
算
額
は
２
９
０

億
９
９
５
９
万
円
で
、
前
年
度
と

比
べ
て
23
億
３
７
８
９
万
円
、
約

７
・
４
％
減
少
し
ま
し
た
。

　
歳
入
に
は
、
地
方
公
共
団
体
が

自
主
的
に
収
入
す
る
こ
と
が
で
き

る
市
税
や
手
数
料
な
ど
の
自
主
財

源
と
、
国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ
る

依
存
財
源
が
あ
り
ま
す
。
自
主
財

源
が
多
い
ほ
ど
、
行
政
活
動
の
自

主
性
と
安
定
性
を
確
保
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

　
３
年
度
の
歳
入
決
算
額
に
占
め

る
自
主
財
源
の
割
合
は
、
前
年
度

よ
り
３
・
７
ポ
イ
ン
ト
高
い
40
・

４
％
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
、

依
存
財
源
で
あ
る
国
庫
支
出
金
の

減
少
に
よ
る
も
の
で
す
。

　
　

   

歳  

出

　
歳
出
の
決
算
額
は
２
７
７
億
５

８
３
５
万
円
で
、
前
年
度
と
比
べ

て
30
億
１
５
７
２
万
円
、９・８
％

の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

　
内
訳
は
、
保
健
医
療
や
福
祉
等

の
民
生
費
が
36
・
８
％
と
最
も
比

率
が
高
く
、
約
１
０
２
億
円
を
支

出
し
て
い
ま
す
。
次
い
で
総
務
費

が
22・４
％
、
衛
生
費
が
13・４
％

を
占
め
て
い
ま
す
。

　
民
生
費
は
特
別
定
額
給
付
金
給

付
事
業
の
終
了
に
よ
り
、
前
年
度

と
比
べ
て
52
億
１
２
１
１
万
円
減

少
し
て
い
ま
す
。

　
借
金
の
返
済
額
で
あ
る
公
債
費

は
、
前
年
度
と
比
べ
て
１
億
３
６

５
６
万
円
増
加
し
て
い
ま
す
。

　

市
民
１
人
当
た
り
の
負
担

　
市
民
１
人
当
た
り
の
市
税
の
負

担
は
13
万
３
３
６
６
円
で
し
た
。

前
年
度
と
比
べ
て
３
７
２
９
円
の

負
担
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

市
債
残
高
の
状
況

　
３
年
度
一
般
会
計
決
算
で
の
市

債
残
高
（
借
金
の
残
高
）
は
、
約

２
１
５
億
円
で
、
前
年
度
と
比
べ

て
約
18
億
円
増
加
し
ま
し
た
。
主

な
要
因
は
、
新
庁
舎
の
建
設
に
よ

る
も
の
で
す
。

３
年
度
決
算

  
新
型
コ
ロ
ナ
対
応
で　

　
　
　
　
　
歳
出
高
止
ま
り
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令和 3 年度の一般会計・
特別会計・企業会計の決
算が市議会で認定されま
した。決算状況のあらま
しをお知らせします。
　問い合わせ先　
　財務課（内線 2180）

会計別 歳入（収入済額） 歳出（支出済額）

一般会計 290 億 9,959 万円 277 億 5,835 万円

特
別
会
計

国民健康保険 75 億 6,234 万円 67 億 3,355 万円
介護保険 55 億 5,797 万円 53 億 7,923 万円
羽島市・羽島郡二町介護認定審査会事業 2,353 万円 2,353 万円
インター北土地区画整理事業 6,378 万円 3,250 万円
駅北本郷土地区画整理事業 6,098 万円 3,649 万円
後期高齢者医療 8 億 6,580 万円 8 億 4,803 万円

企
業
会
計

病院事業
収益的収支 58 億 273 万円 58 億 2,246 万円
資本的収支 6 億 6,692 万円 8 億 9,027 万円

水道事業
収益的収支 8 億 7,527 万円 5 億 6,944 万円
資本的収支 2 億 1,112 万円 5 億 9,330 万円

下水道事業
収益的収支 15 億 1,697 万円 14 億 3,275 万円
資本的収支 8 億 4,830 万円 15 億 1,353 万円

 会計別歳入歳出決算
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( 万円 ) ( 億円 )
■  歳入  ■  歳出

13万3,366円13万3,934円
13万3,953円

13万9,931円
13万7,095円

290億
9,959万円243億

733万円213億
9,756万円

225億
7,262万円

277億277億
5,835万円5,835万円

208億208億
1,949万円1,949万円

220億220億
4,872万円4,872万円

238億238億
6,706万円6,706万円

307億307億
7,407万円7,407万円
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市債残高 ( 一般会計 ) 市民 1 人当たりの市税負担額
314億314億
3,748万円3,748万円

一般会計( 億円 )

215億円

165億円 161億円161億円 162億円
172億円 171億円 170億円

183億円

197億円

経常収支比率（一般会計）( % )

87.5

96.2 97.2
95.9

95.7

( 年度 ) ( 年度 ) ( 年度 ) ( 年度 )

※四捨五入により、積み上げと合計が一致しない場合があります。

国庫支出金
63億146万円

21.7％ 土木費
20億2,961万円

7.3％

歳　入
290億9,959万円

歳　出
277億5,835万円

3年度　羽島市一般会計決算

民生費
102億194万円

36.8％

市税
89億2,486万円

      30.7％

自主財源
40.4％

依存財源
59.6％

繰越金
6億6,340万円 2.3％

繰入金
9億1,223万円
3.1％

分担金及び負担金
4億2,981万円 1.5％

その他
8億2,082万円
2.8％

地方交付税
33億6,834万円

11.6％

地方消費税交付金
15億3,039万円
5.3％

総務費
62億743万円

22.4％

教育費
23億5,922万円

8.5％

公債費
17億8,252万円

6.4％

消防費
7億6,122万円　2.7％

農林水産業費
3億1,878万円

1.1％
その他

3億7,702万円
1.4％

市債
35億5,050万円

12.2％

県支出金
18億5,341万円

6.4％

国庫支出金
63億146万円

21.7％

歳出歳 入

土木費
20億2,961万円

7.3％

その他
7億4,436万円
2.6％

衛生費
37億2,062万円

13.4％


